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１．沖縄県の地域医療構想における課題
（沖縄県地域医療構想セミナー2025の概要）
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2040年に向けた新たな地域医療構想で踏まえるべき前提

「85歳以上」の急増と
医療ニーズの変化

「治し、支える医療」の強化と
地域のネットワークの構築

現行システムの持続可能性

沖縄県は全国と比べて入院の受
療率が高く、今後の高齢者人口
の伸びも大きい。特に85歳以上
が急増することに伴い、医療需
要は慢性疾患の増悪・複合的な
介護ニーズの対応が求められる。
「治す医療」から「治し、支え
る医療」にシフトする必要があ
る。

沖縄県は急性期医療が充実して
いる一方で、一部の医療機関に
負担が偏っている傾向にある。
働き手の減少に伴い、医療従事
者の確保が難化している、人員
配置の多い急性期病床の維持、
増加し続ける搬送に対する病院
前救護の体制強化には限界があ
る。特に救急に依存しない急変
対応を強化する必要がある。

住民が住み慣れた地域で暮らし
続けるために地域包括ケアシス
テムの構築と「治し、支える医
療」の強化が必要である。包括
期医療の充足と、限られた資源
の中でも機能を強化できるネッ
トワークを強化する必要がある。

2040年に向けた新たな地域医療構想のコンセプトは沖縄県においても重要。

制約条件（地理、資源量、提供体制の構造、歴史による経路依存等）は全国と異なっていても、

あるべき姿や解決策の方向性は基本的には同じ。

共通認識を創り、実行に移せているかが地域の差となる。
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参考｜沖縄県の需要と供給状況

✓直近の10年程度は入院患者数および外来患者数が減少している。救急搬送件数は大幅に増加しているが、

医師数も増加している。

✓救急搬送や在宅患者のニーズは今後も増加が見込まれるが、生産年齢人口が減少するため、これまで以上に

医療提供体制を維持することが困難になると思われる。

出所：沖縄県地域医療構想セミナー2025（日本経営作成資料）
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参考｜沖縄県の受療率の変化と今後の将来推計

✓ 医療提供体制の整備だけでなく、需要を適切に抑制する目線をもつことが重要。

1.26倍

全国レベルの受療率まで
下げることができるか？

0.83倍

適切な受療行動となっているか？
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参考｜中部医療圏及び南部医療圏の需要推計

中部医療圏

南部医療圏

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 推移 2030年比 2040年比 2050年比

人口総数（人） 518,742 521,664 525,207 526,717 525,700 521,335 513,361 101% 101% 99%

年少人口 87,576 82,055 77,517 74,795 74,006 72,666 70,090 89% 85% 80%

生産年齢人口 319,030 315,953 313,928 307,479 293,027 281,675 272,366 98% 92% 85%

高齢者 112,136 123,656 133,762 144,443 158,667 166,994 170,905 119% 141% 152%

うち、後期高齢者 53,645 62,391 74,676 82,718 88,796 94,925 103,845 139% 166% 194%

入院患者数（人／日） 3,843 4,248 4,636 5,062 5,508 5,767 5,967 121% 143% 155%

外来患者数（人／日） 17,897 18,603 19,467 20,107 20,626 20,899 21,010 109% 115% 117%

DPC患者数（人／日） 1,127 1,194 1,275 1,346 1,404 1,442 1,470 113% 125% 130%

手術件数（件／年） 61,057 63,666 66,507 68,790 70,351 71,366 71,688 109% 115% 117%

在宅患者数（人／月） 2,195 2,564 2,933 3,315 3,896 4,335 4,530 134% 177% 206%

要介護者数（人） 20,139 22,942 25,670 29,655 33,765 36,247 38,003 127% 168% 189%

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 推移 2030年比 2040年比 2050年比

人口総数（人） 740,743 734,456 731,032 725,290 717,811 707,511 693,619 99% 97% 94%

年少人口 122,786 114,749 106,473 102,055 100,566 99,166 96,509 87% 82% 79%

生産年齢人口 451,945 439,009 431,894 418,969 397,181 380,326 366,097 96% 88% 81%

高齢者 166,012 180,698 192,665 204,266 220,064 228,019 231,013 116% 133% 139%

うち、後期高齢者 79,373 91,943 108,399 118,247 124,991 131,059 140,604 137% 157% 177%

入院患者数（人／日） 5,606 6,156 6,638 7,143 7,667 7,913 8,082 118% 137% 144%

外来患者数（人／日） 25,908 26,598 27,465 27,995 28,382 28,466 28,372 106% 110% 110%

DPC患者数（人／日） 1,639 1,719 1,813 1,886 1,940 1,968 1,987 111% 118% 121%

手術件数（件／年） 88,355 90,911 93,672 95,640 96,724 97,163 96,763 106% 109% 110%

在宅患者数（人／月） 3,191 3,751 4,264 4,760 5,502 6,020 6,192 134% 172% 194%

要介護者数（人） 29,489 33,774 37,414 42,523 47,623 50,254 51,841 127% 161% 176%



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 8

沖縄の救急医療の分析サマリ

アウトカムベースでは深刻な課題ではないが供給面でみると一部の医療機関への負担が大きく、持続可能性が

高いとはいえない状態にある。

需要 供給＞

発生率

人口

疾病構造、受療動向

人口、高齢化率、

×

医療機関数

1医療機関あた
りの受入件数

一次救急、二次救急、
三次救急、連携体制

一部の医療機関への集
中 or 分散

×

人口10万人あたりの救急搬送人員数は
全国よりも多い

高齢化率が低い
高齢者は今後増加
後期高齢者も今後増加

告示病院が少ない
三次救急は適切な範囲
※救急専門医は多い

一部の医療機関に集中
ウォークインを含めると、
全国トップレベルの受入
件数

全体の発生率は高い
高齢者の発生率は高い
軽症も重症も高い

一部の医療機関に集中しているため、
救急対応の負担が大きい



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 9

沖縄県の救急医療の発生率（年齢調整にて全国と比較）

沖縄県の救急搬送の発生率は高く、今後の高齢化に伴い、大幅な需要増加が見込まれる。軽症者の増加にとも

ない、受入医療機関の負担は増加し、重症者の対応が困難となるリスクも考えられる。

出所：沖縄県地域医療構想セミナー2025（日本経営作成資料）
沖縄県救急搬送データ（2022）、令和４年中の救急搬送における医療機関の受入れ状況等実態調査の結果より作成
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死亡とは、初診時において死亡が確認されたもの。
重症とは、傷病程度が3週間の入院加療を必要とするもの以上をいう。
中等症とは、傷病程度が重症または軽症以外のものをいう。



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 10

中部医療圏のデータからみえる課題

地域医療構想の
進捗

✓ 地域医療構想における2025年時点の必要病床数に対して、現状の病床数は不足している。
✓ 高度急性期と回復期が不足している一方で、急性期病床が多いため、機能分化のあり方の検討
と、機能強化の推進が必要と考えられる。

救急医療
✓ 救急搬送は中頭病院、県立中部病院、中部徳洲会病院、ハートライフ病院に集中している。
✓ 上記の4病院は軽症患者の割合が高く、ウォークインの受入も多く、救急医療の負担が集中し
ている。

5疾病6事業等
✓ 救急医療以外の領域においても3～4病院でシェアを奪いあっている。
✓ t-PAのような迅速な対応が必要な領域においても分散しており、一部の症例は南部へ流出して
いる。専門医の集約の観点で医療圏全体の医療提供体制のあり方を検討する必要がある。

急性期
✓ 急性期で報告する病棟を有する小規模の病院において、病床稼働率の低下、平均在棟日数の長
期化が見られる。また、看護職員が過剰配置となりやすいため、地域ニーズに合う、かつ、効
率的な医療のあり方（急性期機能の強化 or 包括機能の強化）を検討する必要がある。

包括期

✓ 直接入院を中心に受けている病院の稼働率が低い。
✓ 緊急入院が少ない病院、在宅医療を担っていない病院もあり、包括期機能の強化が必要。
✓ 回リハ病棟は病床数が多く、他院からの転院が多くを占めており、急性期との機能分化と連携
がされている。リハビリの単位数が少なく、脳血管疾患は流出傾向にあるか。

慢性期
✓ 病床稼働率の低い、または、医療区分3の医療度の高い患者層が少ない病棟が見られる。
✓ 慢性期の需要が高まる中で、重度者を受け入れる療養病棟を強化しつつ、在宅医療や介護施設
とあわせて、慢性期の受け皿のあり方を検討する必要がある。

在宅医療

✓ 一定の訪問診療を提供する病院はあるが、有料老人ホーム等への提供が多く、在宅は少ない傾
向にある。

✓ 訪問診療は実施しているが、往診の少ない医療機関もあるため、連携の観点も持ちながら在宅
患者の緊急対応の強化を検討する必要がある。
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南部医療圏のデータからみえる課題

地域医療構想の
進捗

✓ 地域医療構想における2025年時点の必要病床数に対して、現状の病床数は不足している。
✓ 高度急性期と急性期の合計は必要数と同程度であり、回復期および慢性期は大幅に不足してい
る。

救急医療

✓ 救急搬送は那覇市の4病院、他の地域においても1病院に集中している。
✓ 南部医療センター以外の病院はウォークインを含めても2万件未満であり、中部医療圏と比較
して救急医療の負担は分散している。一方で、搬送困難件数が多い傾向があるため、救急医療
の提供体制の強化が必要である。

5疾病6事業等 ✓ 救急医療以外の領域においても症例数が分散している。専門医の集約の観点で医療圏全体の医
療提供体制のあり方を検討する必要がある。

急性期
✓ 急性期で報告する病棟を有する病院において、急性期一般入院料4以下の入院料を算定する病
棟が多い。看護職員が過剰配置となりやすいため、地域ニーズに合う、かつ、効率的な医療の
あり方（急性期機能の強化 or 包括機能の強化）を検討する必要がある。

包括期

✓ 急性期で報告する病棟において、他院からの入院や介護施設からの入院が中心となっている病
院が見られる。

✓ 退院後の在宅医療を担っていない病院もあり、包括期機能の強化が必要。
✓ 回リハ病棟は病床数が多く、病床稼働率の低い病院や、リハビリの単位数が少ない病院が見ら
れる。

慢性期

✓ 病床稼働率の低い、平均在棟日数が長い、医療区分3の医療度の高い患者層が少ない、病棟が
見られる。診療報酬改定の厳格化により収益性が低下するリスクがある。

✓ 慢性期の需要が高まる中で、重度者を受け入れる療養病棟を強化しつつ、在宅医療や介護施設
とあわせて、慢性期の受け皿のあり方を検討する必要がある。

在宅医療
✓ 在宅療養支援病院が一定数整備されており、在宅医療に積極的な医療機関がみられる。
✓ 一方で、往診を提供する施設が少ないため、連携の観点も持ちながら在宅患者の緊急対応の強
化を検討する必要がある。
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２．新たな地域医療構想の概要



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 13

新たな地域医療構想に関するとりまとめの概要

目指すべき方向性及び基本的な考え方において、外来･在宅、介護連携等も地域医療構想の対象とする旨が明

記されている。

出典：厚生労働省「第1回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」
資料2 地域医療構想及び医療計画等に関する検討会及びワーキンググループの議論の進め方等について（一部加工）
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医療機関機能の考え方（治し支える医療の重要性）

新たな地域医療構想においては医療機関機能に着目して役割分担を推進していくことが見込まれる。本分析に

おいては、在宅医療等連携機能に着目して分析を実施している。

出典：厚生労働省「第1回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」
資料2 地域医療構想及び医療計画等に関する検討会及びワーキンググループの議論の進め方等について（一部加工）
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外来・在宅医療にかかる現状と課題

高齢者救急の増加や需給バランスの変化が見込まれるため、外来・在宅・介護連携により救急搬送や状態悪化

の減少等が図られるように、かかりつけ医機能の確保・強化などが論点となっている。

出典：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会
資料1 新たな地域医療構想について（外来・在宅医療・介護との連携等、医療機能） 一部加工
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急性期拠点機能と高齢者救急・地域急性期機能の役割分担

急性期医療については「急性期拠点機能」と「高齢者救急・地域急性期」の役割に分かれる見込みとなる。

地域ニーズの変化に合わせて、沖縄県の救急体制とそれを支える役割を整理する必要がある。

出所：第８回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会
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地域におけるポジショニング及び地域に必要な機能に対応した病床規模の検討
人口規模に対する医療機関機能の役割

出所：第３回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 資料1

南部：74万人程度
中部：52万人程度

北部 ：10万人程度
宮古 ：5万人程度
八重山：5万人程度
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急増する救急搬送に対応するために沖縄県が考えるべきこと

高齢者救急の増加に向けて、沖縄県においては以下の対策を検討する必要がある。県主体の領域だけでなく、

市町村主体の取り組みも多く含まれるため、今後の取り組みにおいては多くの関係者における効率的かつ実効

性のある協議を目指す必要がある。

１．急変対応の発生率を下げる

・予防・健康増進の促進

・外来医療、健診等における日々の健康管理

・在宅医療・介護の連携による適切なケア

→かかりつけ医の機能強化、市町村単位の医療のあり方の検討

２．適切な救急搬送の利用

・地域住民への情報発信

・#7119,#8000の利用

・在宅患者、介護施設利用者の急変対応

・ACPやDNARの推進

→地域住民、医療機関及び介護事業所への普及啓発

３．救急医療の役割分担

・急性期拠点機能と高齢者救急・地域急性期機能の役割分担

・役割分担に向けた連携体制の検討（下り搬送、情報連携等）

→地域医療構想の見直しと推進
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高齢者救急の流れの転換、急変対応の重要性

かかりつけ医、在宅医の急変対応が不十分で「救急搬送」へ集中

「かかりつけ医・訪問看護」と「地域密着型病院」が地域を支える
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外来、在宅、医療・介護連携の急変対応

本分析においては、オープンデータ等から、日々の療養支援と急変対応の2つの観点で外来、在宅、医療介護

連携について確認する。

外来受診のみ
（かかりつけ医が対応）

在宅／高齢者住宅患者

介護施設の利用者

急性期
イベントの
発生

三次救急病院

二次救急病院

その他の病院
／ 診療所

自院
（かかりつけ医、在宅）

施設利用者等は協力医療機関※が望ましい
※介護施設と事前に連携している医療機関

自院で対応できるのが望ましい

過度な負担を避けたい

過度な負担を避けたい

継続的な健康管理ができているか？

定期的な訪問、必要なサービスが
提供できているか？

適切なケアを提供できているか？

日々の療養・生活の支援 急変対応の場所
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３．外来医療の提供状況とかかりつけ医機能における論点
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外来医療のあり方（国立市医療計画）

専門的な外来や地域の拠点となる病院の外来機能の分化も進める必要があるが、メインはかかりつけ医機能の

確保である。日々の健康管理により、患者の療養生活を支え、不要な入院を防止することが望ましい。

出所：国立市医療計画（2019年3月）

＋外来医療の機能分化
＋継続的な介護サービ
スの確保
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外来医療の政策の概要（外来の機能分化・連携と、かかりつけ医機能の強化）

現在、外来医療においては2つの政策が進められている。

出所：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1
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かかりつけ医機能に求められる機能

在宅医療と合わせて、通常の診療時間外の診療や高齢者に対する包括的な医療提供についても分析が必要であ

る。

出典：令和6年9月5日「第110回社会保障審議会医療部会」資料3 （一部加工）
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外来医療における圏域単位の考え方

外来医療においては多くの論点があり、協議（又は分析）すべき地域単位も異なっている。それぞれの論点を

地域単位で整理をし、地域全体の医療提供体制の課題を整理することが肝要と考える。

外来の細分化した論点 二次
医療圏 市町村 日常生活

圏域 要点

① かかりつけ機能・健康管理
（初期対応・慢性疾患の継続管理） 弱 中 強 地域包括ケアは市町村等が地域特性に応じて構築し、生活に近い単位で医

療・介護等を一体提供する体制を構築することが想定されている。

② 予防・健診→受診勧奨
（重症化予防への導線） 弱 強 強 市町村（保険者）は給付分析やニーズ調査等で課題把握し、介護保険事

業計画等を策定・実施する（地域課題ベースの介入）。

③ 紹介・逆紹介ルール
（診療所 病院の役割分担） 強 弱 中 外来医療計画の対象区域は原則二次医療圏であり、効率的な体制を目指す

ために機能分化（基幹病院・中小病院・診療所の役割整理）を進めていく。

④ 専門外来の集約・配置
（循環器・糖尿病・がん等） 強 弱 弱 外来提供体制の確保を「一定程度完結する区域単位（原則二次医療

圏）」で設計する枠組みが想定されている。

⑤ 夜間休日・外来救急の入口設計
（発熱/小児/軽症等） 強 中 中 市町村単位で確保が難しい場合に、二次医療圏等の単位で地域の受療動向

等を踏まえた提供体制の確保する必要がある。

⑥ 外来機能の不足補完
（空白地、医師偏在、巡回・派遣） 強 中 中 外来医師の不足地域や不足している機能を外来医療計画で明確にし、当該

機能を有することを要請することができる。

⑦ オンライン診療・遠隔連携の適用領
域（離島含む） 強 中 中 遠隔医療（オンライン診療含む）の活用を、医療関係団体・派遣元医療機

関・都道府県・市町村等が連携して推進する。

⑧ 外来の“患者の流れ”の見える化 中 中 強 地域のアクセス状況や、重症化の状況、地域の資源の確保状況等を分析し、
PDCAを進める仕組みが必要である。
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データから見る沖縄県及び中部医療圏の外来医療の課題
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 3参照）

中部医療圏は県全体と同様に外来受診が少なく、特に再診の受診が少ない。その結果として、時間外の初診に

つながっている可能性があり、救急病院への搬送及びウォークインに繋がっている可能性がある。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成
※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）
患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。

200床以上の病院の再診

200床未満の病院、診療所の再診

診療所の時間外対応（電話対応含む）の体制を評価する加算

かかりつけ医機能を評価した加算（時間外対応、専門医療機関の紹介、保健・福祉サービスに係る相談 等）

生活習慣病患者への包括的な診療の提供（加算は診療所のみ） 、時間外の対応等の体制面の施設基準あり。

生活習慣病患者への包括的な診療の提供（加算は診療所のみ）、時間外の対応等の体制面の施設基準あり。

生活習慣病患者への包括的な診療の提供
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データから見る沖縄県及び南部医療圏の外来医療の課題
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 3参照）

南部医療圏は外来受診の件数は全国平均と同程度であるが再診の受診が少ない。また、200床以上の病院の再

診は多く、外来の機能分化が進んでいないと考えられる。その結果として、時間外の初診につながっている可

能性があり、救急病院への搬送及びウォークインに繋がっている可能性がある。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成
※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）
患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。

200床以上の病院の再診

200床未満の病院、診療所の再診

診療所の時間外対応（電話対応含む）の体制を評価する加算

かかりつけ医機能を評価した加算（時間外対応、専門医療機関の紹介、保健・福祉サービスに係る相談 等）

生活習慣病患者への包括的な診療の提供（加算は診療所のみ） 、時間外の対応等の体制面の施設基準あり。

生活習慣病患者への包括的な診療の提供（加算は診療所のみ）、時間外の対応等の体制面の施設基準あり。

生活習慣病患者への包括的な診療の提供
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令和8年度診療報酬改定の論点

1月9日の中央社会保険医療協議会において、以下の内容が整理をされている。外来医療においては、地域に

おける議論や緩やかな機能分化により進めていたが、今後は制度による規制や「構造的な誘導」が強化される

ことが考えられる。

（以下、抜粋）

Ⅱ－３ かかりつけ医機能、かかりつけ歯科医機能、かかりつけ薬剤師機能の評価

(1) かかりつけ医機能に係る体制整備を推進する観点から、機能強化加算の要件等を見直す。

(2) 生活習慣病に対する質の高い疾病管理を推進する観点から、生活習慣病管理料（Ⅰ）及び（Ⅱ）を見直す。

(3) 特定疾患療養管理料は、プライマリケア機能を担う地域のかかりつけ医師が計画的に療養上の管理を行う

ことを評価したものであることを踏まえ、当該管理が適切に実施されるようその対象疾患の要件を見直す。

(4) 地域包括診療加算等について、対象疾患を有する要介護高齢者等への継続的かつ全人的な医療を推進する

観点や、適切な服薬指導の実施を推進する観点から、対象患者や要件を見直す。

(5) 休日・夜間等の問い合わせや受診へ対応する体制整備を更に推進する観点から、時間外対応加算の評価を

見直す。

Ⅱ－８ 医師の地域偏在対策の推進

(3) 改正医療法に基づき都道府県知事が行う、地域で不足している医療機能等に係る医療提供の要請に応じず、

保険医療機関の指定が３年以内とされた医療機関は、地域医療への寄与が不十分との位置付けであることを踏

まえ、当該医療機関については機能強化加算、地域包括診療加算及び地域包括診療料の対象としない等、評価

を見直す。 
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４．慢性期ニーズへの対応状況と在宅医療の論点
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在宅医療、介護施設、高齢者住宅は「出口」から「入口」へ

85歳以上人口が増加する中で、従来の医療から慢性期疾患や複合的ニーズを有する患者が中心となる。

出所：令和６年度第１回 医療政策研修会 （２）分析ツールを活用した地区診断について（資料９） 松田晋哉氏
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慢性期ニーズに対応するサービス提供の場

新たな地域医療構想では、在宅医療だけでなく、介護保険施設や療養病床も含めて地域の資源と合わせて検討

していく見込みである。

出所：第３回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 資料1



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 32

在宅医療における圏域の考え方

以下は在宅医療に関連する論点に対して、どの地域単位の協議が重要かをまとめている。

在宅医療の細分化した論点
二次
医療圏

市町村
日常生活
圏域

要点

① 訪問診療の供給
（担い手確保・エリア分担）

中 中 強
国が必要量推計等の情報を提供し、都道府県が在宅介護体制も勘案して
在宅医療体制を整備するが、地域への実装は生活圏で運用。

② 訪問看護の供給
（24h対応・緊急訪問）

中 中 強
在宅医療需要の増加、訪問看護等の需要増を踏まえ、地域実情に応じた
体制整備を進める。 

③ 在宅のバックベッド・急変時受入
（後方支援）

強 弱 中
在宅療養患者の急変時に適切対応するための情報共有・連携、体制整備
を進める必要がある。医療計画における役割や、地域医療構想における
ポジショニングの双方において検討する必要がある。

④ 入退院支援 強 中 中
医療・介護の連携は在宅の現場運用が中核。市町村主体で医師会等と協
働し推進する。

⑤ 在宅での看取り
（ACP、死亡時対応、家族支援）

中 中 強
本人・家族の希望に沿った医療・ケア提供（看取り含む）と連携体制構
築を進める。

⑥ 在宅リハ・栄養・口腔等の
多職種供給

弱 中 強
多職種協働で在宅医療と介護を一体的に提供する体制を、市町村中心に
（都道府県支援を得つつ）構築する。

⑦ 高医療依存の在宅
（人工呼吸器、在宅酸素等）

強 弱 中
在宅医療の圏域設定、拠点・積極的役割医療機関の位置づけ等を医療計
画で整理する。

⑧ 独居・認知症・精神など生活課題
つき在宅

弱 強 強
地域包括ケアは市町村等が主体的に地域特性に応じて構築（生活支援と
一体で回す領域）。

⑨ 住まい（施設/住宅）との連携
（サ高住・老健等）

中 強 強
住まい・医療・介護・予防・生活支援の一体提供＝地域包括ケアの中核
（市町村の計画・基盤整備が効く）。 

⑩ 災害時の在宅要配慮者支援） 中 強 強
在宅医療の連携体制構築に加え、災害時の業務継続（BCP）等の推進が
示されている。 
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中部医療圏の慢性期ニーズ・高齢者の住まいへの対応状況（慢性期病床・介護施設・高齢者住宅）
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 6~7参照）

中部医療圏は75歳以上人口に対して、慢性期病床や介護保険施設が全国や沖縄県全体と比較して多い傾向に

ある。その一方で、居住系サービスは少なく、人的資源の必要なサービスが多い傾向にある。総数としては全

国平均よりも多く、一定の整備がされていると考えられる。

出所：以下のデータをもとに日本経営が作成
慢性期病床数：令和5年度病床機能報告
介護保険施設定員数および高齢者住宅戸数：地域包括ケア版基礎データ（Copyright Wellness Co.,Ltd.）
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南部医療圏の慢性期ニーズ・高齢者の住まいへの対応状況（慢性期病床・介護施設・高齢者住宅）
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 6~7参照）

南部医療圏は75歳以上人口に対して、慢性期病床や介護保険施設が全国や沖縄県全体と比較してやや多い傾

向にある。その一方で、居住系サービスは少なく、人的資源の必要なサービスが多い傾向にある。総数として

は全国平均よりも多く、一定の整備がされていると考えられる。

出所：以下のデータをもとに日本経営が作成
慢性期病床数：令和5年度病床機能報告
介護保険施設定員数および高齢者住宅戸数：地域包括ケア版基礎データ（Copyright Wellness Co.,Ltd.）
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高齢化に対応する在宅医療の提供体制

在宅医療における4つの場面とそれを支える医療機関の視点で、供給状況の分析を行った。

出所：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 新たな地域医療構想について（外来・在宅医療・介護との連携等、医療機能）
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参考｜在宅療養支援病院および支援診療所の概要

出所：中央社会保険医療協議会 総会（第615回）総-2 在宅（その１）
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中部医療圏の在宅療養支援病院（在支病）及び在宅療養支援診療所（在支診）
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 10~11参照）

中部医療圏は在支病が8件（うち、単独強化型2件、連携強化型3件）と全国と比べて充実している。一方で、

在支診は28件（うち、単独強化型0件、連携強化型19件）、全国と比べて少なく、総数において全国を下

回っている。

出所：以下のデータをもとに日本経営が作成
地域包括ケア版基礎データ（Copyright Wellness Co.,Ltd.）
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中部医療圏の在宅医療の提供状況
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 12~13参照）

中部医療圏は在支診、在支病以外も含めた在宅医療の提供状況では施設数も実施件数は少ない。在宅医療にお

ける資源の充足のための施策とともに、資源に頼らないあり方を検討する必要がある。一方で、看取りや訪問

看護ステーションは充足しており、現状の資源を活用した方向性を検討することが肝要である。

令和5年度医療施設調査をもとに日本経営が作成
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中部医療圏における在宅医療の提供状況①入退院支援
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 14~15参照）

性年齢調整された指数のSCRを用いて、入退院支援の実施状況を確認した。

中部医療圏は入退院支援加算や退院時共同指導料などの退院に向けた調整や在宅医との連携が積極的に行われ

ている。一方で、介護支援等連携指導料等の介護との連携については算定件数が少ない。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成
※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）
患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。

在宅療養を担当する医師等と入院医療機関の医師等の連携（在宅側）

在宅療養を担当する医師等と入院医療機関の医師等の連携（入院側）
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中部医療圏における在宅医療の提供状況②日々の療養支援
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 18~19参照）

性年齢調整された指数のSCRを用いて、在宅医療に関連する診療行為の実施状況を確認した。

慢性期病床や介護施設が多いこともあり、在宅医療の提供状況は少ない傾向にある。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成
※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）
患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。
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中部医療圏における在宅医療の提供状況③急変対応、看取り
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 21~22参照）

性年齢調整された指数のSCRを用いて、在宅医療における急変対応に関連する診療行為の実施状況を確認した。

往診や緊急往診の件数は少なく、急変時の在宅医と入院医療機関の連携についても少ない状況にある。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成
※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）
患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。

在宅患者の急変時や診療方針の変更等の際に在宅を担当する2者以上でカンファレンス
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中部医療圏のデータから外来及び在宅医療における課題

外来による
継続的な健康管理
及び急変対応

✓ 県全体と同様に外来受診が少なく、特に再診の受診が少ない。
✓ その結果として、時間外の初診につながっている可能性があり、救急病院への搬送及び
ウォークインに繋がっている可能性がある。

慢性期ニーズ・
高齢者の住まいへの

対応状況

✓ 中部医療圏は75歳以上人口に対して、慢性期病床や介護保険施設が全国や沖縄県全体と比
較して多い傾向にある。その一方で、居住系サービスは少なく、人的資源の必要なサービ
スが多い傾向にある。

✓ 住宅型有料老人ホームやサ高住が多いが、全国的に健康管理や急変対応が不十分な事業所
が多いため、適切なケアや急変対応ができているか確認が必要。

在宅医療の提供体制
・日々の療養支援

✓ 中部医療圏は在支病が8件（うち、単独強化型2件、連携強化型3件）と全国と比べて充実
している。一方で、在支診は28件（うち、単独強化型0件、連携強化型19件）、全国と比
べて少なく、総数において全国を下回っている。

✓ 一方で、在支病・在支診以外も含めた訪問診療を実施する施設数は少なく、訪問診療は少
ない傾向にある。

在宅医療
入退院支援

✓ 中部医療圏は入退院支援加算や退院時共同指導料などの退院に向けた調整や在宅医との連
携が積極的に行われている。

✓ 一方で、介護支援等連携指導料等の介護との連携については算定件数が少ない。

在宅医療
急変対応・看取り

✓ 往診や緊急往診の件数は少なく、急変時の在宅医と入院医療機関の連携についても少ない
状況にある。

✓ 看取りに関連する項目については訪問診療の提供量に対して多い傾向にある。

救急医療の現状を
踏まえた課題

✓ 救急搬送を中心とした急変対応の需要が増加していく中で、在宅医療の提供量だけでなく、
在宅における急変対応の体制を構築する必要がある。

✓ 在宅医療の対象者だけでなく、通院可能な患者や高齢者住宅に住む高齢者も含めて、健康
管理や重症化予防を促進する必要がある。
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南部医療圏の在宅療養支援病院（在支病）及び在宅療養支援診療所（在支診）
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 10~11参照）

南部医療圏は在支病が12件（うち、単独強化型1件、連携強化型5件）と全国と比べて充実している。一方で、

在支診は64件（うち、単独強化型0件、連携強化型27件）と全国と比べて少なく、総数において全国を下

回っている。

出所：以下のデータをもとに日本経営が作成
地域包括ケア版基礎データ（Copyright Wellness Co.,Ltd.）
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南部医療圏の在宅医療の提供状況
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 12~13参照）

南部医療圏は在支診、在支病以外も含めた在宅医療の提供状況では、施設数は全国平均程度であり、実施件数

は多い。往診や看取り、訪問看護についても充実している。

令和5年度医療施設調査をもとに日本経営が作成
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南部医療圏における在宅医療の提供状況①入退院支援
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 14~15参照）

性年齢調整された指数のSCRを用いて、入退院支援の実施状況を確認した。

入退院支援加算や退院時共同指導料などの退院に向けた調整や在宅医との連携が積極的に行われている。

また、退院前訪問指導料等の入院医療機関が退院後の在宅生活を支援するような活動も見られる。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成
※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）
患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。

在宅療養を担当する医師等と入院医療機関の医師等の連携（在宅側）

在宅療養を担当する医師等と入院医療機関の医師等の連携（入院側）
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南部医療圏における在宅医療の提供状況②日々の療養支援
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 18~19参照）

性年齢調整された指数のSCRを用いて、在宅医療に関連する診療行為の実施状況を確認した。

南部医療圏は沖縄県全体よりも全体的に提供量は多いが、全国平均を下回っている。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成
※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）
患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。
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南部医療圏における在宅医療の提供状況③急変対応、看取り
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 21~22参照）

性年齢調整された指数のSCRを用いて、在宅医療における急変対応に関連する診療行為の実施状況を確認した。

南部医療圏の往診や緊急往診の提供状況は訪問診療と同程度となっている。緊急時の連携は十分にできており、

在宅患者緊急入院診療加算等の入院医療機関との連携も積極的に実施している。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成
※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）
患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。

在宅患者の急変時や診療方針の変更等の際に在宅を担当する2者以上でカンファレンス



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 48

南部医療圏のデータから外来及び在宅医療における課題

外来による
継続的な健康管理
及び急変対応

✓ 南部医療圏は外来受診の件数は全国平均と同程度であるが再診の受診が少ない。また、
200床以上の病院の再診は多く、外来の機能分化が進んでいないと考えられる。

✓ その結果として、時間外の初診につながっている可能性があり、救急病院への搬送及び
ウォークインに繋がっている可能性がある。

慢性期ニーズ・
高齢者の住まいへの

対応状況

✓ 中部医療圏は75歳以上人口に対して、慢性期病床や介護保険施設が全国や沖縄県全体と比
較してやや多い傾向にある。その一方で、居住系サービスは少なく、人的資源の必要な
サービスが多い傾向にある。

✓ 住宅型有料老人ホームが多いが、全国的に健康管理や急変対応が不十分な事業所が多いた
め、適切なケアや急変対応ができているか確認が必要。

在宅医療の提供体制
・日々の療養支援

✓ 中部医療圏は在支病が12件（うち、単独強化型1件、連携強化型5件）と全国と比べて充実
している。一方で、在支診は64件（うち、単独強化型0件、連携強化型27件）と全国と比
べて少なく、総数において全国を下回っている。

✓ 一方で、在支病・在支診以外も含めた訪問診療を実施する施設数は全国平均程度で、訪問
診療は多い傾向にある。

在宅医療
入退院支援

✓ 入退院支援加算や退院時共同指導料などの退院に向けた調整や在宅医との連携が積極的に
行われている。

✓ また、退院前訪問指導料等の入院医療機関が退院後の在宅生活を支援するような活動も見
られる。

在宅医療
急変対応・看取り

✓ 南部医療圏の往診や緊急往診の提供状況は訪問診療と同程度となっている。緊急時の連携
は十分にできており、在宅患者緊急入院診療加算等の入院医療機関との連携も積極的に実
施している。

✓ 看取りに関連する項目については訪問診療の提供量に対して多い傾向にある。

救急医療の現状を
踏まえた課題

✓ 救急搬送を中心とした急変対応の需要が増加していく中で、在宅医療の提供量だけでなく、
在宅における急変対応の体制を構築する必要がある。

✓ 在宅医療の対象者だけでなく、通院可能な患者や高齢者住宅に住む高齢者も含めて、健康
管理や重症化予防を促進する必要がある。
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５．医療・介護連携における論点
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介護施設等における対応力の強化

医療介護連携においてはACSCに対する適切な対応が論点として挙げられる。協力医療機関の確保と、実態の

伴った連携が必要となる。

出所：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 新たな地域医療構想について（外来・在宅医療・介護との連携等、医療機能）
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入院を回避するための医療介護連携

ACSCへの対応を地域で積極的に取り組んでいる事例がある。地域の医療資源に合わせた対応を検討する必要

がある。

出所：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 新たな地域医療構想について（外来・在宅医療・介護との連携等、医療機能）



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 52

介護保険施設との連携強化（協力医療機関の役割）

令和6年度診療報酬改定・介護報酬改定において協力医療機関の役割と評価が明確になった。

出所：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 新たな地域医療構想について（外来・在宅医療・介護との連携等、医療機能）
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沖縄県内の連携状況

沖縄県に届出されている全134件の事業所の協力医療機関の特徴を分析した。（最大3医療機関を選択してい

るため複数回答を集計していることに留意。）

急性期医療を担う医療機関が多く、地域密着型の機能を有する病院が少ない傾向にある。

沖縄県提供資料より日本経営が作成
※県の提供データであり、市町村が管理している施設は集計対象に含まれていない。

サービス
病院

診療所 回答数
急充１ 総合３ なし

１ 特定施設入居者生活介護 27% 4% 40% 29% 45

４ 介護老人福祉施設 6% 18% 56% 20% 118

５ 地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護 0% 39% 33% 28% 18

６ 介護老人保健施設 23% 22% 49% 6% 86

７ 介護医療院 0% 0% 100% 0% 15

８ 養護老人ホーム 0% 0% 100% 0% 6

総計 14% 17% 53% 16% 288

サービス
病院

診療所 回答数
三次 二次 告示 無し

１ 特定施設入居者生活介護 4% 38% 7% 22% 29% 45

４ 介護老人福祉施設 0% 37% 6% 36% 20% 118

５ 地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護 0% 50% 6% 17% 28% 18

６ 介護老人保健施設 14% 55% 3% 22% 6% 86

７ 介護医療院 0% 0% 20% 80% 0% 15

８ 養護老人ホーム 0% 50% 0% 50% 0% 6

総計 5% 42% 6% 31% 16% 288

サービス
病院 診療所

回答数在宅療養後
方支援病院

在宅療養支援病院
届出なし

在宅療養支援診療所
歯援診 届出なし

支援病１ 支援病２ 支援病３ 支援診1 支援診２ 支援診３
１ 特定施設入居者生活介護 27% 2% 4% 9% 29% 0% 4% 13% 0% 11% 45

４ 介護老人福祉施設 15% 5% 10% 15% 34% 0% 6% 6% 0% 8% 118

５ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 11% 0% 0% 22% 39% 0% 22% 0% 0% 6% 18

６ 介護老人保健施設 27% 1% 6% 9% 51% 0% 0% 0% 1% 5% 86

７ 介護医療院 0% 20% 20% 20% 40% 0% 0% 0% 0% 0% 15

８ 養護老人ホーム 50% 50% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 6

総計 20% 5% 8% 13% 38% 0% 5% 5% 0% 45% 288

→拠点機能に相当する病院が3割 →二次救急以上が5割

→在宅医療の機能を十分に有さない病院が4割
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令和8年度診療報酬改定における「治し、支える医療」の評価

1月9日の中央社会保険医療協議会において、以下の内容が整理をされている。医療・介護連携の実効性を高

めるために情報共有やカンファレンスの頻度を強化する見込みとなる。包括期を担う病院が協力医療機関の機

能を強化することが期待される。

（以下、抜粋）

Ⅱ－２ 「治し、支える医療」の実現 

Ⅱ－２－１ 在宅療養患者や介護保険施設等入所者の後方支援（緊急入院等）を担う医療機関の評価 

(1) 介護保険施設や在宅医療機関の後方支援を行うに当たり、実効性のある連携関係を保ちつつ業務効率化を

図る観点から、協力医療機関に対して求めている協力対象施設との情報共有・カンファレンスの頻度を見直す。 

(2) 高齢者救急、在宅医療及び介護保険施設の後方支援を更に充実させる観点から、地域包括医療病棟入院料

及び地域包括ケア病棟入院料について、これらの体制及び一定の実績を持つ医療機関を更に評価する。 

(3) 地域包括ケア病棟における在宅医療や協力対象施設の後方支援の機能をより高く評価する観点から、初期

加算の対象となる患者の範囲及び評価並びに退院支援に係る診療報酬項目の包括範囲を見直す。 
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包括期入院医療を担う病院の機能を表現しうる指標の候補

以下が包括期の入院医療において評価の対象として挙げられている。

入院で受けて在宅復帰を支援するだけでなく、急変対応や入院をさせないことへの評価も今後は想定される。

中央社会保険医療協議会 総会（第624回）総-7 入院について（その４）
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６．新たな地域医療構想に向けて圏域で考えるべきこと
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2040年に向けて整理すべきこと

2040年に向けて、入院から外来、在宅、医療・介護連携まで広く整理するためには全体像を把握する必要が

ある。構想区域（二次医療圏）、市町村、日常生活圏域における課題を共有しながら整理をして、それぞれの

医療機関の担うべき役割や、機能を強化するための連携の在り方について議論する必要がある。

提供体制全体の
課題の整理

地域課題を整理して、入院・外
来・在宅・介護において、どの
ような課題を抱えているかを整
理し、地域内で共有する。

（課題の目線）
・流出入の状況
・病床機能のバランス
・在宅医療の普及、急変対応
・かかりつけ医機能の地域差
・救急医療の持続可能性
・働き手の確保

求められる機能と
担い手の明確化

課題解決のために必要な機能と
担い手を明確にする。機能を集
約すべきか、一定の分散が必要
かも判断する。

（役割を決める制度）
・新たな構想における医療機関
機能
・在宅医療において積極的役割
を担う医療機関
・かかりつけ医機能報告

地域内の連携の
在り方の検討

機能の強化、及び、効率的に強
化するために連携体制を構築す
る。

（構築における必要事項）
・新たな構想における医療機関
機能
・在宅医療において積極的役割
を担う医療機関
・かかりつけ医機能報告

2040年に向けた医療提供体制の構築のために整理すべきこと
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地域の実情に応じた医療介護連携の在り方

医療介護連携を進めるためには在宅療養を支援する病院を中心とした地域内のネットワークの構築が必要とな

る。

出所：第２回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料6（松田晋哉氏）
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かかりつけ医機能報告における協議の場

出所：かかりつけ医機能報告制度に係る自治体向け説明会（第５回）
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かかりつけ医機能報告における協議の場の進め方

協議の進め方について、以下のように整理がされている。

行政がデータの整理を進めるとともに、医療機関を中心とした関係者が地域で目指すべき姿や課題を共有する

ことが重要となる。

出所：令和７年度  在宅医療・介護連携推進支援事業研修会議Ⅰ
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参考｜時間外対応をテーマとした協議の例

出所：令和７年度  在宅医療・介護連携推進支援事業研修会議Ⅰ
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医療経営も医療介護行政も、複眼的な視点による情報収集と、共通理念に基づく意思決定が必要

医療介護の政策における論点や課題は複雑、かつ、広範囲となってきている。

医療機関、関係団体、行政（県、市町村）、保険者、多くの関係者の複眼的な視点の意見を取りまとめ、地域

の実情に即した施策へつなげる必要がある。

協議の場

共通のゴールを持ち、
解決策を検討

住民ニーズの把握、現場の実態、
解決策につながる真の課題

構造及び課題の把握、計数管理、他の地
域との比較、複数の分野から見た課題

過去の歴史から見た課題の把握、
将来予測に基づく課題の把握

地域の実態に即した施策の検討及び実行へ
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